
 

 

 

 

 

令和４年度 ９月追加補正予算（案）の概要 

 

１ あ ら ま し 

今回の補正予算は、国が新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のメニュー

に「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を創設したことに伴う事業費

や、Ｇ７労働雇用大臣会合の開催に向けた準備経費等を計上しています。 

歳出では、エネルギー等の価格高騰の影響を受けている福祉サービス事業所等や農業

者、中小企業者等に対する経営支援のための経費、コロナ禍の影響を受けている文化観

光施設の事業支援のための経費、食料品価格高騰の影響を受けている子育て世帯の負担

軽減を図るために小中学校給食費の１か月分を市が負担する経費を計上しています。 

また、来年度本市で開催されるＧ７労働雇用大臣会合の開催に向けた準備経費や、公

立幼稚園の保育室にエアコンを設置するための経費を計上しています。  

このほか、Ｇ７労働雇用大臣会合の準備経費について債務負担行為を設定するととも

に、適正な工期を確保するための繰越明許費を併せて計上しています。 

一方、歳入では、財政調整基金により財源の調整をしており、この結果、一般会計で

は１５億４，７００余万円の増額となり、累計では２，１２７億２，２００余万円（前

年度同期比１０４．６％）となっています。  

 

２ 予 算 規 模                         （単位：千円） 

区  分 補正前の額 補 正 額 計 前年度同期比(%) 

一 般 会 計 211,174,835 1,547,641 212,722,476 104.6 

特 別 会 計 99,258,225 － 99,258,225 100.1 

財産区会計 80,649 － 80,649 171.9 

企 業 会 計 109,039,907 － 109,039,907 85.9 

合  計 419,553,616 1,547,641 421,101,257 98.0 
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３　会計別予算状況

補 正 前 の 額 補 正 額 計 ９月補正後予算額 最 終 予 算 額 （ Ｃ ／ Ｄ ） （ Ｃ ／ Ｅ ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ Ｄ Ｅ ％ ％

211,174,835 1,547,641 212,722,476 203,371,452 232,360,414 104.6 91.5

国民健康保険事業 46,078,445 46,078,445 46,404,183 48,243,770 99.3 95.5

住宅新築資金等貸付 1,048,624 1,046,072 皆減 皆減

介護保険事業 45,302,808 45,302,808 44,997,697 45,022,561 100.7 100.6

母子父子寡婦福祉資金貸付 102,468 102,468 109,259 109,259 93.8 93.8

後期高齢者医療事業 7,774,504 7,774,504 6,562,470 6,571,043 118.5 118.3

小 計 99,258,225 99,258,225 99,122,233 100,992,705 100.1 98.3

80,649 80,649 46,917 95,414 171.9 84.5

下水道事業 31,898,504 31,898,504 32,007,348 32,136,577 99.7 99.3

水道事業 14,405,800 14,405,800 15,150,156 14,595,184 95.1 98.7

市民病院事業 4,257,397 4,257,397 4,275,549 4,287,885 99.6 99.3

モーターボート競走事業 58,478,206 58,478,206 75,576,463 79,258,844 77.4 73.8

小 計 109,039,907 109,039,907 127,009,516 130,278,490 85.9 83.7

419,553,616 1,547,641 421,101,257 429,550,118 463,727,023 98.0 90.8

特

別

会

計

財 産 区 会 計

企

業

会

計

合 計

（単位：千円）

会 計 別

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

一 般 会 計
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４　一般会計
　（１）歳　　　入 （単位：千円）

補正前の額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月補正後
予 算 額

（割合） 最終予算額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

市　　　　　　税 83,513,527 39.5 83,513,527 39.3 77,184,981 37.9 81,814,151 35.2 108.2 102.1

分担金及び負担金 940,070 0.4 940,070 0.4 1,007,352 0.5 1,010,244 0.4 93.3 93.1

使用料及び手数料 2,501,802 1.2 2,501,802 1.2 2,589,700 1.3 2,589,700 1.1 96.6 96.6

財　産　収　入 458,107 0.2 458,107 0.2 524,477 0.3 524,477 0.2 87.3 87.3

寄　　附　　金 388,611 0.2 388,611 0.2 196,769 0.1 359,470 0.2 197.5 108.1

繰　　入　　金 6,116,482 2.9 1,496,341 7,612,823 3.6 4,663,132 2.3 4,506,679 1.9 163.3 168.9

繰　　越　　金 9,413,778 4.5 9,413,778 4.4 8,466,034 4.2 8,466,034 3.7 111.2 111.2

諸　　収　　入 4,624,288 2.2 4,624,288 2.2 4,960,968 2.4 6,061,324 2.6 93.2 76.3

小 計 107,956,665 51.1 1,496,341 109,453,006 51.5 99,593,413 49.0 105,332,079 45.3 109.9 103.9

地　方　譲　与　税 1,922,000 0.9 1,922,000 0.9 1,790,000 0.9 1,790,000 0.8 107.4 107.4

利子割交付金 60,000 0.0 60,000 0.0 80,000 0.0 80,000 0.1 75.0 75.0

配当割交付金 360,000 0.2 360,000 0.2 330,000 0.2 330,000 0.1 109.1 109.1

株式等譲渡所得割交付金 500,000 0.2 500,000 0.2 310,000 0.2 310,000 0.1 161.3 161.3

法人事業税交付金 970,000 0.5 970,000 0.5 700,000 0.3 700,000 0.3 138.6 138.6

地方消費税交付金 10,500,000 5.0 10,500,000 4.9 10,700,000 5.3 10,700,000 4.6 98.1 98.1

ゴルフ場利用税交付金 50,000 0.0 50,000 0.0 40,000 0.0 40,000 0.0 125.0 125.0

環境性能割交付金 160,000 0.1 160,000 0.1 130,000 0.1 130,000 0.1 123.1 123.1

地方特例交付金 690,173 0.3 690,173 0.3 2,469,529 1.2 1,473,647 0.6 27.9 46.8

地　方　交　付　税 15,391,401 7.3 15,391,401 7.2 12,639,202 6.2 16,077,248 6.9 121.8 95.7

交通安全対策特別交付金 80,000 0.0 80,000 0.0 80,000 0.0 80,000 0.1 100.0 100.0

国　庫　支　出　金 42,955,087 20.4 42,955,087 20.2 41,094,332 20.2 62,295,793 26.8 104.5 69.0

県　支　出　金 14,154,238 6.7 14,154,238 6.7 13,731,033 6.7 13,674,126 5.9 103.1 103.5

市　　　　　　債 15,425,271 7.3 51,300 15,476,571 7.3 19,683,943 9.7 19,347,521 8.3 78.6 80.0

小 計 103,218,170 48.9 51,300 103,269,470 48.5 103,778,039 51.0 127,028,335 54.7 99.5 81.3

211,174,835 100.0 1,547,641 212,722,476 100.0 203,371,452 100.0 232,360,414 100.0 104.6 91.5合 計

款 別

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

自

主

財

源

依

存

財

源
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　（２）　歳　出　（目　的　別） （単位：千円）

補 正 前 の 額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月 補 正 後
予 算 額

（割合） 最 終 予 算 額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

議 会 費 881,686 0.4 881,686 0.4 887,990 0.4 886,461 0.4 99.3 99.5

総 務 費 19,698,878 9.3 18,000 19,716,878 9.3 18,234,480 9.0 22,172,442 9.5 108.1 88.9

民 生 費 91,587,167 43.4 188,402 91,775,569 43.1 86,862,690 42.7 104,723,015 45.1 105.7 87.6

衛 生 費 26,460,047 12.5 26,460,047 12.4 25,433,339 12.5 26,871,669 11.6 104.0 98.5

労 働 費 686,287 0.3 686,287 0.3 365,530 0.2 375,292 0.2 187.8 182.9

農 林 水 産 業 費 4,179,821 2.0 155,363 4,335,184 2.0 3,906,299 1.9 4,076,671 1.7 111.0 106.3

商 工 費 3,755,457 1.8 773,700 4,529,157 2.1 4,783,952 2.4 4,036,427 1.7 94.7 112.2

土 木 費 24,361,649 11.5 24,361,649 11.5 25,422,469 12.5 26,053,406 11.2 95.8 93.5

消 防 費 5,205,725 2.5 5,205,725 2.5 4,975,054 2.4 5,027,320 2.2 104.6 103.5

教 育 費 14,975,760 7.1 412,176 15,387,936 7.2 13,082,760 6.4 18,833,722 8.1 117.6 81.7

災 害 復 旧 費 651,191 0.3 618,291 0.3 皆減 皆減

公 債 費 18,975,439 9.0 18,975,439 8.9 18,208,265 9.0 18,128,265 7.8 104.2 104.7

諸 支 出 金 306,919 0.1 306,919 0.2 457,433 0.2 457,433 0.2 67.1 67.1

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 100,000 0.1 100,000 0.0 100.0 100.0

合 計 211,174,835 100.0 1,547,641 212,722,476 100.0 203,371,452 100.0 232,360,414 100.0 104.6 91.5

款 別

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較
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　（３）　歳　出　（性　質　別） （単位：千円）

補正前の額 （割合） 補 正 額 計 （割合）
９ 月補正後
予 算 額

（割合） 最終予算額 （割合） ( Ｃ / Ｄ ) ( Ｃ / Ｅ )

Ａ ％ Ｂ （Ａ＋Ｂ）=Ｃ ％ Ｄ ％ Ｅ ％ ％ ％

30,136,695 14.3 30,136,695 14.2 30,252,588 14.9 30,300,214 13.0 99.6 99.5

59,051,224 27.9 59,051,224 27.7 55,585,744 27.3 72,523,069 31.2 106.2 81.4

18,969,944 9.0 18,969,944 8.9 18,200,602 9.0 18,120,602 7.8 104.2 104.7

108,157,863 51.2 108,157,863 50.8 104,038,934 51.2 120,943,885 52.0 104.0 89.4

16,459,606 7.8 177,700 16,637,306 7.8 14,436,522 7.1 19,641,314 8.4 115.2 84.7

補 助 5,980,032 2.8 5,980,032 2.8 6,048,214 3.0 9,353,607 4.0 98.9 63.9

単 独 10,479,574 5.0 177,700 10,657,274 5.0 8,388,308 4.1 10,287,707 4.4 127.0 103.6

651,191 0.3 618,291 0.3 皆減 皆減

補 助 501,891 0.2 461,891 0.2 皆減 皆減

単 独 149,300 0.1 156,400 0.1 皆減 皆減

16,459,606 7.8 177,700 16,637,306 7.8 15,087,713 7.4 20,259,605 8.7 110.3 82.1

29,200,307 13.8 31,850 29,232,157 13.8 30,193,038 14.9 31,497,700 13.6 96.8 92.8

5,161,163 2.5 5,161,163 2.4 3,127,851 1.5 3,150,286 1.4 165.0 163.8

19,697,311 9.3 1,338,091 21,035,402 9.9 18,099,726 8.9 19,167,407 8.2 116.2 109.7

54,058,781 25.6 1,369,941 55,428,722 26.1 51,420,615 25.3 53,815,393 23.2 107.8 103.0

8,568,492 4.1 8,568,492 4.0 7,856,011 3.9 12,547,385 5.4 109.1 68.3

100 0.0 100 0.0 10,491 0.0 8,828 0.0 1.0 1.1

665,988 0.3 665,988 0.3 1,112,279 0.5 815,171 0.4 59.9 81.7

23,264,005 11.0 23,264,005 11.0 23,845,409 11.7 23,970,147 10.3 97.6 97.1

32,498,585 15.4 32,498,585 15.3 32,824,190 16.1 37,341,531 16.1 99.0 87.0

211,174,835 100.0 1,547,641 212,722,476 100.0 203,371,452 100.0 232,360,414 100.0 104.6 91.5

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

義

務

的

経

費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

投

資

的

経

費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

消

費

的

経

費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

小 計

合 計

そ

の

他

の

経

費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

小 計
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令和２・3年度
実績額

令和４年度９月
追加補正予算

（４号）までの額

令和４年度９月
追加補正予算
（５号）額

特別定額給付金給付事業 484億3,779万円 － －

物価高騰対策経済支援事業 － 8億7,486万円 －

子育て世帯臨時特別給付金給付事業 83億8,995万円 7,525万円 －

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 7億8,865万円 － －

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 6億1,375万円 6億5,112万円 －

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業 2億646万円 2億1,802万円 －

住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 44億2,373万円 41億7,956万円 －

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業 － 32億8,184万円 －

福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業 － － 1億8,840万円

感染症対策事業 10億7,540万円 10億8,383万円 －

新型コロナウイルスワクチン接種事業 38億7,458万円 41億7,175万円 －

高齢者施設等感染症対策事業 2億4,978万円 1億1,139万円 －

原油価格高騰対策家庭用電気自動車導入支援事業 － 4,500万円 －

事業継続支援金交付事業 12億8,583万円 － －

倉敷市「お店を応援☆キャッシュレスでお得」事業 11億6,180万円 － －

職場環境改善支援事業 － 3億370万円 －

原油価格高騰緊急経済対策事業 － 5億370万円 －

農業者向け物価高騰対策支援事業 － － 1億5,536万円

電気・ガス価格高騰緊急経済対策事業 － － 7億5,370万円

文化観光施設誘客促進事業 － － 2,000万円

公共交通対策推進事業 1億8,940万円 9,868万円 －

路線バス・水島臨海鉄道利用促進事業 － 1,585万円 －

学校感染症対策事業 2,872万円 － 1億7,770万円

学校健康管理事業 4億4,004万円 1億4,885万円 －

学校給食運営事業 4,647万円 2億2,549万円 2億3,448万円

合計 760億9,684万円 174億2,325万円 15億2,964万円

950億4,973万円

※　事業内容は主なものを掲載しています。そのため、令和２・３年度実績額及び令和４年度９月追加補正予算（４号）までの

　額の計は合計に一致しません。

新型コロナウイルス感染症対策経費（実績＋予算）の累計

５　新型コロナウイルス感染症対策経費一覧表

事　　業　　名
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６　歳出のうち主なもの
　(1)　一般会計
　　【新】は新規事業 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

　総　務　費

一般管理費 3,695,483 18,000 3,713,483
・Ｇ７労働雇用大臣会合推進事業 0 18,000 18,000
　　　総　額　　　　　　　　　　　 32,000
　　　債務負担行為（委託料）
　　　令和５年度　　　　　　　　 　32,000

　民　生　費

社会福祉総務費 5,319,498 188,402 5,507,900
・福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業 0 188,402 188,402

　農林水産業費

農業振興費 310,239 155,363 465,602
・農業者向け物価高騰対策支援事業 0 155,363 155,363

　商　工　費

商工業振興費 2,771,901 753,700 3,525,601
・電気・ガス価格高騰緊急経済対策事業 0 753,700 753,700

観　光　費 495,435 20,000 515,435
・文化観光施設誘客促進事業 0 20,000 20,000

　教　育　費

幼稚園建設費 101,950 177,700 279,650
・幼稚園施設整備事業 101,950 177,700 279,650

学校給食費 1,238,656 234,476 1,473,132
・学校給食運営事業 511,079 234,476 745,555

款 ・ 目 ・ 事 業 名
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（単位：千円）

担 当 部 局

市 長 公 室
・ Ｇ７労働雇用大臣会合の開催に向けた準備経費

　委託料 11,125　印刷製本費 3,125　ほか
Ｇ７労働雇用大臣会合における市主催の行事等を実施するために債務負担行為を設定

保 健 福 祉
・ エネルギー価格高騰の影響を大きく受けている福祉サービス事業所等の負担軽減を図 推 進 課

るための経費
　支援金 181,732　労働者派遣委託料 6,000　ほか
　補助額　事業種別等による　補助上限額４０万円

農林水産部
・

　補助金 153,883　労働者派遣委託料 899　ほか
　対象者　令和３年分の肥料費、種苗費及び諸材料費の合計額が５万円以上の者
　補助率　対象経費の１／５　補助上限額４０万円

商工労働部
・ 電気・ガス価格高騰の影響を大きく受けている中小企業者等の負担軽減を図るための

経費
　補助金 750,000　労働者派遣委託料 2,000　ほか
　対象者　令和４年１月から９月の間の任意の１月に使用した電気・ガス使用料の
　　　　　合計額が１０万円以上となる市内中小企業者等
　補助率　対象経費の１／２　補助上限額４０万円

文化観光部
・ コロナ禍の影響を受けている文化観光施設の誘客を図るため、平日５日間（予定）の

無料デーを実施する経費
　補助金 18,000　委託料 2,000

教育施設課
・ 公立幼稚園で現在エアコンが未設置の保育室全てにエアコンを設置するための工事費

学校教育部
・ 食料品価格高騰の影響を大きく受けている子育て世帯の負担軽減を図るために、小中

学校給食費の１か月分を市が負担する経費

内　　　　　　容　　　　　　説　　　　　　明

肥料等の価格高騰の影響を大きく受けている農業者の負担軽減を図るための経費
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